
京都大学教員の任期に関する規程の一部を改正する規程

京都大学教員の任期に関する規程（平成１０年達示第２３号）の一部を次のように改正する。

「 附属法政実務交流センター 教 授 可

、法科大学院準備部門 准教授 ３年 ただし

別表第１大学院法学研究科の項中 講 師 ２回限り

附属法政実務交流センター 准教授 可

、国際・渉外部門 講 師 ３年 ただし

」１回限り

「 ２年 可

、法政理論専攻 講 師 ただし、再 ただし

任の場合にあ １回限り

っては１年

を 附属法政実務交流センター 教 授 可 に改め、同表霊長類研究所の項

、法科大学院準備部門 准教授 ３年 ただし

講 師 ２回限り

附属法政実務交流センター 准教授 可

、国際・渉外部門 講 師 ３年 ただし

助 手 １回限り 」

「 教 授 １０年 可

の次に 細胞研究所 を加え、同表学術情報iPS 全研究部門 准教授

・部門 講 師 ７年 可

助 教 」

を
「 ネットワーク研究部門 教授 ５年 可

経営情報システム研究分野 」
メディアセンターの項中

ネットワーク研究部門 教授 ５年 可「

に改める。
経営情報システム研究分野

連携研究部門 教授 ４年６月 可

情報セキュリティ（情報環境機構連携）分野 」

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、大学院法学研究科の項の改正規定中法政理論専

攻及び附属法政実務交流センター国際・渉外部門に係る部分は、同日から施行し、同日以後に雇用（昇任を

含む ）される者について適用する。。



京 都 大 学 教 員 の 任 期 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、大

学院法学研究科の項の改正規定中法政理論専攻及び附属法政実

、 、務交流センター国際・渉外部門に係る部分は 同日から施行し

同日以後に雇用（昇任を含む ）される者について適用する。。

別表第１ 別表第１

教育研究組織の名 対象と 備 教育研究組織の名 対象と 備
部局名 任期 再任の可否 部局名 任期 再任の可否

称 なる職 考 称 なる職 考

大学院 大学院 法政理論専攻 講師 ２年 可

法学研 法学研 ただし、 ただし、

究科 究科 再任の場合 １回限り

にあっては

１年

附属法政実務交流 教授 ３年 可 附属法政実務交流

センター 准教授 ただし、 センター （同 左）

法科大学院準備 講師 ２回限り 法科大学院準備

部門 部門

附属法政実務交流 准教授 ３年 可 附属法政実務交流 准教授 ３年 可

センター 講師 ただし、 センター 講師 ただし、

国際・渉外部門 １回限り 国際・渉外部門 助手 １回限り

大学院 全専攻 准教授 ５年 可 大学院

医学研 全附属教育研究施 講師 医学研 （同 左）

究科 設 助教 究科

（中 略）

教授 霊長類霊長類 行動神経研究部門 ５年 可

研究所研究所 認知学習分野 准教授

行動神経研究部門 准教授 ５年 可

行動発現分野

流動部門 助教 ２年 可 （同 左）

多様性保全研究 ただし、

分野 再任の場合

にあっては

１年

iP S細 全研究部門・部門 教授 １０年 可

胞研究 准教授 ７年 可

所 講師

助教

医学部 医学部

附属病 （略） 附属病 （同 左）

院 院



改 正 前 改 正 後

学術情 ネットワーク研究 教授 ５年 可 学術情 ネットワーク研究

（同 左）
報メデ 部門 報メデ 部門

ィアセ 経営情報システ ィアセ 経営情報システ

ンター ム研究分野 ンター ム研究分野

連携研究部門 教授 ４年６月 可

情報セキュリテ

ィ（情報環境機

構連携）分野

（略）

（後 略）


